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まちの行政情報誌 広報もりぐち

令和５年度の当初予算の総額は、一般会計と特別会計を合わせて総額１，００３億２，７２０万円９千円で、前年度当初予算額
に比べて約１９.０億円（１.９％）の増となっています。
一般会計の当初予算は、令和５年４月に市長選挙を実施することから、義務的経費や経常的・継続的事業のほか市民の

安全・安心に直結する事業の経費などを中心に計上した「骨格予算」として編成しています。
一般会計の当初予算は６８１億円で、前年度当初予算額に比べて約１０.３億円（１.５％）の減となっています。

681億円令和5年度一般会計当初予算
市長選挙を控え「骨格予算」として編成

各会計当初予算

▼一般会計歳入の内訳� （単位：千円）

▼一般会計歳出の内訳（目的別）� （単位：千円）

■市税収入（予算額）の推移 （単位：百万円）

■主な歳出予算の推移（性質別） （単位：百万円）
（単位：千円）

歳出

歳入

歳入
６８１億円
（１００％）

歳出
６８１億円
（１００％）

市債
４,２２４,１００
（６.２％）

総務費
５,９０６,３９３
(８.７%)

その他
５２７,３９６
(０.８%)

消防費
２,４０８,２４４
(３.５%)

民生費
３９,２１３,７１２
(５７.６%)

衛生費
６,５９６,３４４
(９.７%)

土木費
５,１７２,６６７
(７.６%)

教育費
３,５０６,７９６
(５.１%)

公債費
４,７６８,４４８
(７.０%)

市税
２２,２２５,３００
(３２.６％）

国・府支出金
２４,４３５,９５４
(３５.８％）

２５,０００

２０,０００

１５,０００

１０,０００

５,０００

０

２５,０００

２０,０００

１５,０００

１０,０００

５,０００

０

５年度４年度３年度

平成
２６年度

平成
２６年度

２７年度

２７年度

２８年度

２８年度

２９年度

２９年度

３０年度

３０年度

２年度

令和
元年度

３年度

２年度

令和
元年度 ５年度４年度

事務所税・
たばこ税・
軽自動車税

法人市民税

個人市民税

固定資産税・
都市計画税

地方交付税
８,９１０,０００
（１３.１％） 譲与税など

５,４８０,４６３
（８.１％）

諸収入
１,００９,００８
(１.５%)

使用料など
７４９,７５１
(１.１%)
その他

１,０６５,４２４
(１.６%)

７,５３８ ７,１２７

１５,３０９
１６,２４３

１７,３４６ １６,７１１１７,４２９
１５,６７４ １５,３１９

６,２８４ ６,０３６

１６,５２７

１６,３１７

５,９３０

２３,２６５

９,２４１

１２,５０１ １２,９３７ １５,６１２

１７,２０９
１８,９６０

２０,７３６

９,２８６ ８,８１０
７,９７１

８,１８１

６,７３６

１６,０８０

６,４９１ ５,７６５

９,２２２

７,０１５
６,２７０

６,７６９
７,３８５ ７,０５０ ７,２７９

９,７７５

２０,９５８
２２,１３１

６,２０４
６,９０８

４,７６８

７,４７３ ６,８９８
８,２３７

６,９７２
５,７３３

５,５３６

６,６１２

３,１７０
５,２６２ ４,３３６

５,５４６

６,７７０
６,２３５６,９１７

４,８９２公債費

物件費人件費

扶助費

補助費等

建設事業費 ３,５２７

５,５４３

２,０５６

１１,２２９

１,４０７

７,５３３

１,８９１ １,９１７ １,９０６ ２,０１８２,０１１ １,９７８ １,９４７ １,９７０ １,８９９

１１,１４１ １１,１１３ １０,８９０ １１,０６７１１,３１３ １１,１６９ １１,００２ １１,１２３ １０,９０７

１,６５５ １,４３６ １,０５４ １,３５１１,５８２ １,５６７ １,３６５ １,５６０ １,６５２

７,２５１ ７,５４９ ７,００３ ７,２６０６,５０９ ６,６１０ ６,９５５ ７,０１６ ７,２３０

市税は、直近の増収傾向からコロナ禍前の水準に
回復することが見込まれ、前年度比約５.３億円（２.４%）
の増となりました。主な内訳としては、個人市民税・
法人市民税の約３.３億円（３.８%）の増、固定資産税の
約１.３億円（１.５%）の増が挙げられます。
国・府支出金は、新型コロナウイルスワクチン接種

における国庫補助金の減などにより、前年度比約
１２.１億円（４.７%）の減となりました。
国から交付される地方交付税は、国の計画に基づ

き過去最高額を見込み、６.５億円（７.９％）の増となり
ました。
市債は、借換債や臨時財政対策債の減などにより、

約２.８億円（６.３％）の減となりました。

人件費、扶助費、公債費を合わせた義務的経費（法令等で支出が義務付けられている経費）は、定年延長に伴う退職
手当の減や借換債・繰上償還における市債償還元金の皆減などにより、前年度比約２.０億円（７.０%）の減となりました。
物件費は、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業やスーパープレミアム付商品券（第３弾）発行事業の減など

により、前年度比約５.５億円（５.７%）の減となりました。
補助費等は、障がい児通所支援事業や障がい者自立支援事業の増などにより、前年度比約１１.３億円（５.１%）の増とな

りました。
建設事業費は、学校施設整備や公園整備を進めるものの、庁舎省エネルギー改修事業における改良工事の完了など

により、対前年度比約１２.１億円（２１.８％）の減となりました。 問財政課���℡０６－６９９２－１４０２

会計名 令和５年度 令和４年度 増減額
一般会計 ６８,１００,０００ ６９,１３０,０００ △�１,０３０,０００

特
別
会
計

国民健康保険事業会計 １４,７１０,０００ １５,０５６,０００ △�３４６,０００
後期高齢者医療事業会計 ２,４６９,０００ ２,３５７,０００ １１２,０００
介護保険事業会計 １７９,０００ ９,７６７ １６９,２３３
公共用地先行取得事業会計 ３７１,０００ ３５０,０００ ２１,０００

小計 １７,７２９,０００ １７,７７２,７６７ △�４３,７６７
水道事業会計 ６,９６７,１１１ ４,４５６,７８３ ２,５１０,３２８
下水道事業会計 ７,５３１,０９８ ７,０６４,２５３ ４６６,８４５

特別会計合計 ３２,２２７,２０９ ２９,２９３,８０３ ２,９３３,４０６
総計 100,327,209 98,423,803 1,903,406

◆主な歳出予算の推移（性質別）の説明
人件費 市職員の給料や退職手当などに要する費用
扶助費 児童手当、生活保護者や障がいのある人への支

援などに要する費用
物件費 消耗品費、光熱水費、リース料などの消費的性

質をもつ費用や、業務委託などに要する費用
建設
事業費

小・中学校、道路・公園などの公共施設の建設・
改良などに要する費用

補助費
等

市から他の団体、法人などに対する補助金、負
担金などに要する費用

◆一般会計歳出の内訳（目的別）の説明
総務費 戸籍・住民登録、徴税、庁舎・普通財産の維持管

理、全般的な管理事務などに要する費用
民生費 高齢者福祉、障がい者福祉、子育て支援、児童

手当、生活保護などに要する費用
衛生費 予防接種、健康診査、ごみの処理などに要する

費用
土木費 道路、下水道、公園の建設・改良、維持管理などに

要する費用
教育費 小・中学校の運営、施設維持管理などに要する

費用
公債費 市債の元利償還金、一時借入金の利子償還金
消防費 消防、火災予防、災害対策などに要する費用
その他 議会運営、農業・商業振興などに要する費用




